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あらまし

　ITを取巻く日本の現状をみると、e－Japan計
画のめざす電子自治体が日本のITの大きなビジ
ネスチャンスとされ、ベンダーが受注合戦を繰
り広げている。ソフト系IT産業はITの最大の特
徴である情報通信ネットワークを活用すること
により、立地先の自由度は他の業種に比べ、格段
に大きいと考えられる。しかし京都におけるオ
フィス環境や、インキュベーション設備の環境
は起業者に良好とはいえない。「京都ストック」
とは、伝統技術、ブランド、ノウハウ、人材など
の京都に蓄積されている価値の総称である。か
つて京都では京都ストックを生かしたベン
チャー企業を輩出したが、IT産業においても株
式を上場する企業が出始めている。ソフト系IT
産業は知識集約型産業であるが、労働集約型の
建設業界と同じ構造になっている。大手ベン
ダーが元請けになって受注し、枝葉の仕事が中
小のソフトハウスに回ってくる。京都府のIT関
連業界団体の構成員は大半が中小・零細企業で
あり、実施したアンケート調査からも、ソフト開
発の下請構造の実態が明確となっている。ソフ
ト系IT産業が京都で発展していくためには、IT
産業自体の自助努力が必要なことは言うまでも
ないが、行政の支援も欠かせない。京都府・市の
行うIT施策の中で、インフラ整備は既に終り実
用の段階にきている。運用面では長崎県の事例
を参考に京都のソフト系IT産業の今後のあり方
について論じる。

１．はじめに
　
　今日、日本社会は大きな曲がり角にたち、変化
の時代を迎えている。世界規模で進むIT1革命の
中にあって、多くの企業は生き残りをかけて経
営革新に取組んでいる。一方国レベルでは国の
命運を左右するであろうとの認識のもと、2000
年11月に「IT基本法」が成立、これに基づく様々
な施策が実行に移され、ITのインフラが整備さ
れつつある。
　京都府の経済は人口、世帯数、事業所数、従業
者数、製造品出荷額、小売業年間販売額、府内総
生産等は、いずれも全国の２％前後のウエイト
を占めていて「２％経済」と言われている。しか
し「平成12年度特定サービス産業実態調査」（経
済産業省）によれば、京都府の情報サービスの売
上高は全国で0.6%と、「２％経済」の水準にも遠
い状態にある。
　京都は、全国でも屈指の大学集積地であり、か
つては優れた研究成果が各産業分野での品質向
上や新たな事業化に結びついて数多くのベン
チャー企業を生み出してきた。しかし、ベン
チャービジネスの都というには現在の京都でな
かなか育っていないのが実状である。伝統と革
新を織り交ぜながら世界に通用するハイテク文
化を育てていこうという試みが京都の企業でな
されている。業界内でトップシェアを維持し、大
企業に比べても引けをとらない収益性の高さを
誇る京都のハイテク企業を「京都モデル」と名付
け、様々な研究が行われるようになったのは
1999年頃のことである。ハイテクベンチャーの
草分け的存在であるオムロン㈱、京セラ㈱、ロー
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ム㈱、㈱堀場製作所といった企業は、㈱日立製作
所や㈱東芝、三菱電機㈱といった大企業にも劣
らぬ営業利益率を上げており、ものづくり企業
の新たなモデルとして注目されている。京都の
経済のためには、ベンチャー企業の成功者を出
すことを図って税収を得る事に努める一方、既
存型の産業の生き残りや、観光振興に努めるこ
とで雇用の数を確保するというポリシーミック
スが必要になってくる。その両面を可能にする
産業が IT（ソフト）産業と言える。
　京都府におけるソフト系IT産業の事業所はこ
こ３年間で30％増えたとの調査もある。本稿で
は各種統計結果とアンケート集計の結果で京都
府のソフト系 IT産業の向かうべき姿を論じる。

２．日本における ITの現状

　本章では、ITを取巻く日本の現状と京都の経
済面の現状を明らかにし、京都府におけるソフ
ト系IT産業が地域で進展していく要因の背景を
論じる。

２.１　IT革命

　1990年代半ばになって、別々の道をたどって
発展してきたパソコンとインターネットは融合
し、IT革命の第一段階がここに開花することに
なる。「IT革命」という言葉は、2000年版『現代
用語の基礎知識』ではじめて採用され、それが
2000年の「流行語大賞」となった。日本でITと
呼ばれているものは、国際的には（世銀でも、国
連や OECD でも）ICT（In f o rm a t i o n  a n d
Communication Technology）という用語が使われ
ている。
　スイスの民間経済研究機関「世界経済フォー
ラム」は、2001年より世界102カ国・地域を対象
に
（１）マクロ経済環境と情報通信技術を取巻く
規制のあり方

（２）個人・民間・政府それぞれの情報通信技
術の取組み

（３）情報通信技術の現在の活用状況
の３分野からIT対応度を判定して「世界情報技
術報告書」を発表している。それによると、１位

はアメリカで、２位以下はシンガポール、フィン
ランド、スウェーデン、デンマークと続く。日本
は当初21位（2001年）と低迷したが、その後は
20位（2002年）、12位（2003年）と着実に順位
を上げていて、e－Japan計画実施の効果が現れ
ている。

２.２　e-Japan計画

　日本政府はIT推進に向けた以下のような取組
みを実施してきた。
・2000年11月「高度情報通信ネットワーク社
会形成基本法」（通称 IT基本法）成立

・2001年１月「高度情報通信ネットワーク社会
推進戦略本部」（IT戦略本部）の設置

・2001年１月「e－ Japan計画」
－ 市場原理に基づき民間が最大限に活力を
発揮できる環境を整備し、５年以内に世界

　　　最先端の IT国家となることを目指す。
・2001年３月「e－ Japan重点計画」
－ 世界最高水準の高度情報ネットワークの
形成／教育・学習の振興と人材育成／電子
商取引の推進／行政・公共分野の情報／高
度情報通信ネットワークの安全性・信頼

　　性確保の５つの重点分野で推進する。
　・2001年６月「e－ Japan2002プログラム」
－ 高速・超高速インターネットの普及の推
進/教育の情報化・人材育成の強化/ネット
ワークコンテンツの充実/電子政府・電子自
治体の着実な推進 /国際的な取組みの強化

・2002年６月「e－ Japan 重点計画2002」
・2002年12月「行政手続オンライン化法」成
立

・2003年７月「e－ JapanⅡ」
－ IT基盤整備からIT利活用による「元気・
安心・感動・便利」社会を目指す。

・2003年８月「e－ Japan 重点計画2003」
－ 2005年に世界最先端のIT国家となるとと
もに、2006年以降も最先端であり続けるこ
とを目指す

　e－Japan計画の進展具合は、アメリカのコン
サルティングとテクノロジー・サービス会社ア
クセンチュアが発表している「電子政府進捗度
調査」にみることができる。この調査は、世界22
カ国における電子政府化取組みの幅と進展度を
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調査・分析したものである。
　本調査の一環として、アクセンチュアは調査
対象の22カ国を、オンラインサービスの進捗度
に応じて５つの段階に分割して評価している。
第５段階 サービス変革期　カナダ（１位）
第４段階 成熟期　シンガポール（２位）、アメ
リカ（３位）含む11ヵ国
第３段階 活用期　日本（15位）、ノルウェー（16
位）含む６ヵ国
第２段階 構築期　メキシコ（19位）、ポルトガ
ル（20位）含む４ヵ国
第１段階 オンライン情報提供　なし
日本は過去２回目、３回目の調査では17位、今
回の４回目の調査で15位と徐々に順位を上げ、
進捗度も一段階上がっているが、他の国も日本
同様IT施策に重点を置いているため相対的に順
位は伸びていない。
　電子政府、電子自治体が日本のITの大きなビ
ジネスチャンスとされ、政府や府県庁からのソ
フトウェア開発の受注合戦を繰り広げているが、
多くが東京の大手ベンダーが元請けになって受
注し、枝葉の仕事が中小のソフトハウスに回っ

てくる。地方の場合は、大手の代理店が元請けに
なって、同様の下請に仕事を渡す状況となって
いる。

２.３　情報サービス産業

２.３.１　情報サービス産業の状況

　20世紀最後の２～３年、世界は西暦2000年問
題が話題となった。幸い大きな混乱も無く乗り
越えることが出来たが、この問題を通じて改め
て情報システムが経済社会や国民生活のあらゆ
る場面を支え動かしていることを実感させられ
た。情報サービス産業は、主としてアプリケー
ションのレベルで高度情報化社会を支えている
といえる。
　情報サービス産業は、情報システムの中核で
あるソフトウェアの開発、ハードウェア、ネット
ワークを含む情報システム全体の構築、コン
ピュータネットワークを利用した各種サービス、
情報化に関わるコンサルティングなどを行う知
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　　　図２―１　情報サービス産業売上高と従業者数の推移
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識集約型産業である。
　情報サービス産業は、ソフトウェアや情報シ
ステムなど目に見えない「機能」を提供する産業
である。情報サービス産業には、多くのサービス
がある。例えば個別ユーザー向けのソフトウェ
ア開発、汎用性のあるパッケージソフトウェア
の開発と販売、情報システムの保守運用サービ
ス、受託計算サービス、データベースサービス、
データ入力、技術者の派遣、情報システム構築の
ための調査・コンサルテーション、そしてシステ
ムインテグレーション・サービスなどである。こ
のほか、コンピュータのハードウェアやサプラ
イ商品の販売をしている企業もある。情報サー
ビス企業は、このようないくつかのサービスの
組合わせで事業をしている。
　情報サービス産業は、1973年から1991年まで、
売上高前年比約20％増の高成長を続けたが、バ
ブル経済崩壊後、企業の情報化投資が削減され、
1993年▲8.6％減、1994年▲5.2％減と初めてマ
イナス成長となった。その後、各企業の情報化投
資が再び進み、1995年から７年連続成長を続け、
2001年には13兆 7,039億円となった。
　従業者数は、1973年の４万7,675人が1991年
には約10倍の49万3,278人にまで増加したが、そ
の後４年連続で減少し、1995年には40万7,396人
にまで落ち込んだ。1996年より再び増加に転じ
2001年は56万 5,115人となっている。

２.３.２　日本標準産業分類の改訂

　近年著しく進展したIT（情報技術）は、企業活

動を大きく変化させ、ビジネス形態を様変わり
させつつあるが、それに伴う産業活動に与える
構造的な変化について、既存の産業分類をもっ
て説明することが困難になってきている。ITの
進展と浸透に伴い、さまざまな新しいビジネス
が出現してきている。これらニュービジネスの
多くは、既存産業のすきまから出発していると
いわれており、従来の産業分類にはきちんと当
てはまらないものが少なくない。
　日本標準産業分類は、上記のように情報通信
の高度化、サービス経済化の進展等に伴う産業
構造の変化への適合のため、2002年３月に改訂
された（2002年10月適用）。改訂の主な内容とし
ては、電気通信分野と情報処理分野の技術の革
新・進展等を踏まえ、「通信業」、「放送業」、「情
報サービス業」、「インターネット附随サービス
業」、「映像・音声・文字情報製作業」の５つの中
分類で構成される大分類「情報通信業」が新設さ
れた。なお「インターネット附随サービス業」は、
「通信業」と「情報サービス業」の両産業のいず
れにも分類しにくい中間領域的な産業の受け皿
として中分類として新設された。
　従来の大分類「サービス業」の中の中分類に
あった「情報サービス業」は、新設の大分類「情
報通信業」の中分類に変更された。
　日本標準産業分類の改訂を受けて、2003年６
月証券コード協議会は従来の「通信業」を「情報・
通信業」に変更し、「サービス業」等に分類され
ていた情報サービス業企業の分類変更が実施さ
れた。この時点の情報サービス業は株式公開企業
200社、売上高10兆7,228億円、従業員数51万5,462
人で一つの産業として認知されたといえる。

  
      

東京�

事業所数�
事業所� ％�

従業者数�
人� ％�

売上高�
億円� ％�

 2,473 31.6 249,821 47.5 78,376 57.2
大阪� 717 9.2 44,757 8.5 10,564 7.7
神奈川� 513 6.6 53,956 10.3 14,175 10.3
愛知� 455 5.8 25,017 4.8 6,029 4.4
福岡� 331 4.2 15,590 3.0 3,441 2.5
北海道� 280 3.6 12,255 2.3 1,931 1.4
6 都道府県計� 4,769 60.9 401,396 76.3 114,515 83.6

 
 

 

 京都� 85 1.1 4,960 0.9 2,712 2.0
全国計� 7,830 100.0 526,318 100.0 137,039 100.0

表２―１　情報サービス業 事業所数、従業者数及び年間売上高

出典：「平成13年度特定サービス産業実態調査」より編集
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２.４　京都ストック

　ソフト系IT産業は、ITの最大の特徴である情
報通信ネットワークを活用することにより、立
地先の自由度は他の業種に比べ、格段に大きい
と考えられる。それゆえ起業時におけるイン
キュベーションの充実度や、立地するオフィスの
料金はその後の企業の発展に多大な影響を及ぼす。

２.４.１　京都の強みと弱み

　2001年度の「事業所・企業統計調査」（総務省）
によれば主な業種のうち京都府で増加率が高い
のは「電気通信に附帯するサービス業」で前回
（1996年）調査の37ヶ所から270ヶ所と６倍以上
になった。次いで介護保険制度が導入されたこ
とにより増加した「老人福祉事業」が348ヶ所で
前回の1.3倍。また、「児童福祉事業」も163ヶ所
で1.7倍となっている。
　これに対し、主な業種で減少率が目立つのは
繊維品卸売業で、前回の1,388ヶ所から836ヶ所
へ39.8％の減。織物業も7,751ヶ所から4,735ヶ所
へ38.9％減少しており、繊維業界の厳しさが浮彫
りになっている。
　京都の産業を活性化するためには、京都の持
つ素材（伝統産業、伝統文化等）を生かしつつ、
ITを活用することが必要不可欠である。1200年
以上にわたって日本の政治・文化の中心であっ
た京都は、歴史的・文化的遺産を蓄積してきただ
けでなく、常に新しい文化を創造し、発信してき
た。「京都ストック」とは、伝統技術、ブランド、
ノウハウ、人材などの京都に蓄積されている価
値の総称である。京都のハイテク企業は、西陣織
や清水焼きなどの伝統産業で培われた、ものづ
くり技術によって生み出されたといわれる。繊
細な作業を可能にする技術は、精密機械や電子
部品の生産に応用されてきた。京都の伝統産業
も、技術者の革新力から生まれた。

２.４.２　大学等の集積

　京都府内には大学が48校（大学28校、短期大

学20校）あり、そこに学ぶ学生数は、16万4,847
人に達している。（2001年５月現在）大学数48校
は、全国都道府県中第８位であるが、人口10万
人当りでは、1.8校と全国一の密度となり「学問
の街」の側面を示している。また、人口千人当り
の大学生をみても、京都市は93人と、福岡市、東
京都、神戸市、大阪市などを大幅に上回ってお
り、大都市の中でトップの位置にある。
　国立大学が独立行政法人に移行するのをきっ
かけに、私立大学においても大学の在り方を見
直す動きが活発となり、近年産学公連携の拠点
としてのリエゾンオフィスを設立する大学が増
えている。
　京都には、新事業支援機関以外にも地域産業
に対して技術、人材、情報、資金調達等の各方面
における支援機関や組織体が数多く存在し、こ
れらの機関が新事業創出に果たしてきた役割は
大きい。また1998年 10月には、「大学等におけ
る技術に関する研究成果の民間事業者への移転
の促進に関する法律」に基づいた全国で初めて
の地域型技術移転機関として「関西ティー・エ
ル・オー㈱」が設立され、さらに産・学・公が協
力してベンチャー企業を育成する「㈱関西ベン
チャーキャピタル」も1999年７月に設立された。
　2003年２月京都府と京都市、京都商工会議所
が府内の大学の知的資源を産業創出に結びつけ
る京都産学公連携機構（以下連携機構）を設立し
た。京都府内では、京都市と関西文化学術研究都
市における知的クラスター事業や府、市による
産学連携事業など大学の「知の集積」を産業活性
化につなげる取組みが活発になっている。連携
機構はこうした個別の取組みを一本化し、オー
ル京都体制による相乗効果を生むのが狙いであ
る。
　長崎県では地元の県立長崎シーボルト大学を
ソフトウェア開発における「品質検査機関＆
オープンソース供給機関」として位置づけ、県に
対しては安全性のチェック、地場企業には安全
なオープンソースを供給してもらうとしている
（４ .５ .３　長崎県の事例）。

２.４.３　オフィス環境

　一般募集された賃貸ビルのオフィス賃料を主
要都市別に見ると、京都市は首都圏ほどではな
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いが、IT産業の集積地といわれる都市と比べても
高く、関西でも大阪市や神戸市を上回っている。

２.４.４　インキュベーション

　インキュベーション（Incubation）とは、卵が

孵る、つまり「孵化」が転じた経済用語であり、
新規に事業を興そうとする個人、あるいは団体
に対しての支援活動を意味している。日本にお
けるこれまでのインキュベーションは、主に建
物の提供、つまり定額でのオフィス貸与が中心
であり、一般的にレンタルオフィイスとほぼ同
義であると理解されていた。
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表２－２　賃貸ビルのオフィス賃料

出典：生駒データサービスシステム「オフィスマーケットレポート2002」

出典：生駒データサービスシステム「不動産白書2000」「同 2002」より抜粋

図２－２　空室率と平均募集賃料の推移（京都市）

名　　　　　　　　　　称�
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京都府けいはんなベンチャーセンター� 相楽郡精華町� 29 1,625 

京都リサーチパーク� 京都市下京区� 143 2,500 

ソフト産業プラザイメディオ� 大阪市� 31 1,820 
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表２－３　関西のインキュベーション施設

出典：「関西インキュベータ施設一覧2」より編集

 2  http://www.kansai.meti.go.jp/3-4jousei/kansai_it_file/public_html/incu/index.html
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　大阪には、企業が創業期からの期間によって
入居できる、プレ・インキュベーション施設（大
阪産業創造館「創業準備オフィス」）、メイン・イ
ンキュベーション施設（島屋ビジネス・インキュ
ベータ、ソフト産業プラザiMedio等）、ポスト・
インキュベーション施設（テクノシーズ泉尾）が
そろっている。京都においても料金が安く交通
に便利なインキュベーション施設が望まれると
ころであり、一連のビジネス・インキュベーショ
ンシステムが確立していることは、地域イン
キュベーション機能の一層の充実が期待できる。

３．アンケート調査

　国土交通省は2000年９月より毎年３月、９月
の２回ソフト系IT産業の実態把握調査を行って
いる。当調査では、NTTタウンページデータの
情報処理サービス業、ソフトウェア業、インター
ネットの３業種に登録されている企業を一部業
種の重複を除く等の処理を行ってソフト系IT産
業としている。また、経済産業省の「特定サービ
ス産業実態調査」の「情報サービス業」は  日本
標準産業分類や株式業種分類の「情報サービス」
の業種を対象に実施している。本稿では「ソフト
系IT産業」を論じているが、経済産業省の統計

等使用の際は「情報サービス産業」との表現をし
ている。

３.１　過去の調査

３.１.１　国土交通省の調査

　2003年３月～2003年９月時点におけるソフト
系 IT企業の開業率は13.4％、廃業率は13.7％で
0.3％の微減となっている。前期（2002年９月～
2003年３月）と比べると、開業率は上昇したが、
廃業率もわずかに上昇したので、事業所数は２
期続けて減少している。
　しかし、13％台という開廃業率は、全業種の事
業所開業率4.1％、廃業率5.9％（「事業所・企業
統計」1996年～1999年総務省）と比較した場合、
圧倒的に高く、依然ソフト系IT業界では、活発
な新規参入、廃業、統合などが行われている事が
分かる。【図３－１】
　業種別に見ると、2003年３月～2003年９月時
点の開業事業所数は、「インターネット」「情報処
理サービス」、「ソフトウェア業」の３業種とも増
加している。しかし、「インターネット」を除く
と開業率が廃業率を下回る傾向が続いており、
全体的な事業所数は減少している。

図３－１　ソフト系 IT産業の開廃業率推移（年率）3

出典：平成15年度国土交通省調査を加工
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「インターネット」は開業率が増加し、廃業率も
わずかであるが減少している。３業種のなかで
はもっとも新規参入が活発に行われている。「ソ
フトウェア業」は開廃業率ともに上昇している。
「情報処理サービス」では、開業率・廃業率とも
に減少傾向で、特に開業率7.7％に対しては廃業
率11.5％と廃業率が大きく上回っており、サービ
ス関連の需要が低下していることがうかがわれ
る。【図３－２】
　地域別に事業所数を見ると、北海道と中国地

方から沖縄にかけての地域で事業所数が減少し
た。東北地方が、事業所数を大きく増加させたが
宮城県の開業率（24.1％）の高さが一因している。
【図３－３】

３.１.２　経済産業省の調査

　「平成12年度特定サービス産業実態調査」
 情報サービス産業はその需要・供給が共に大都

4,500

4,000

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0
99年9月�

～00年3月�

00年3月�

～00年9月�

00年9月�

～01年3月�

01年3月�

～01年9月�

01年9月�

～02年3月�

02年3月�

～02年9月�

02年9月�

～03年3月�

03年3月�

～03年9月�

ソフトウェア� 情報処理サービス� インターネット�

1,706

829

979

2,015

938

1,130

1,439

788

1,051

1,160

738

1,148

990

543

912

1,129

709

1,054

933

471

848

1,000

500

976

 全  国�  

北海道�

東北地方�

関東地方�

北陸地方�

中部地方�近畿地方�

中国地方�

四国地方�

九州地方�

 沖  縄�  

開業率�
廃業率�

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

出典：平成15年度国土交通省調査を加工

図３－２　業種別に見たソフト系 IT産業の開業事業所数

出典：平成15年度国土交通省調査を加工

図３－３　地域別の開廃業率分布
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市圏、特に東京に集中している産業である。都府
県別に情報サービス業の売上高をみると、東京、
神奈川、大阪の順に群馬、石川に次いで第19位
であるが、全国需要に占める割合からは東京58
％に比べ京都は0.6％にすぎない。

４．考察と提言

　社団法人京都府情報産業協会(以下京情協)は、
2002年８月、財団法人京都産業21の委託を受け
て京都府下のソフト系IT企業に対しアンケート
調査を実施した。一般的に情報サービス産業は、
ソフトウェア開発業、情報処理サービス業、情報
提供サービス業などのように分類されているが、
１企業で複数の業務を兼ねる場合もある。この
ように細分しにくい性格があるが、今回のアン
ケート対象は、NTTタウンページデータから情
報処理サービス業、ソフトウェア業、インター
ネットの３業種を抽出し、さらに 上記データに
含まれない京情協の会員会社を対象とした。
　問13の回答において「京都府での生残り、発
展策として」、得意分野の特殊技術に特化して、
技術力で、受注を獲得する104件が最も多く、次
いで営業力を強化して、京都府での需要の掘り
起こしに努める64件、地域に密着したきめ細か
いサービスを行なうことにより顧客を確保する
57件の順となっている。ここでは技術特化と京
都という土地への地域密着の意識が読取れる。4

４.１　分析結果の検討

　第一に、京都府内でのソフト系IT産業の立地
は、都心部への集中が著しいことが挙げられる。
全国的に見れば東京圏に立地が集中しているの
と同様に、京都市の中心部（中京区と下京区）に
立地が集中している。
　第二に、京都府内での都心への集中の理由と
しては、「顧客とのフェイス・ツー・フェイスで
の話し合いの容易さ」という情報要因が、まず挙
げられる。

４.２　地域と経営

　ソフト系IT産業の経営で最も重要な問題と考
えられているのは「受注の減少等の景気の後退
の問題」である。これは、全国的にみても現在最
も意識されている問題である。第二に意識され
ているのは、技術者の不足の問題である。

４.２.１　業界団体

　京都には、社団法人京都府情報産業協会と京
都コンピューターシステム事業協同組合の２つ
の IT関連の業界団体がある。
（１）社団法人京都府情報産業協会（以下京情協）
　「情報化時代」と言われる中で、各都道府県で
は情報産業団体が設立されたが、京都でも地元
企業有志から業界団体設立が提案された。1992
年11月に従業員数100名以上の府内情報サービ
ス企業14社の賛同を得て、「京都地域ソフトウェ
ア業経営者懇談会」を開催して業界団体発足の
緒についた。翌1993年 11月に14社を構成会員
として「京都情報サービス産業協議会」が設立さ
れた。その後７年間会員増強と会員相互の交流
を図る一方で、協議会の設立趣旨に沿った活動
を積極的に展開し、任意団体の枠組みの中で公
益的活動にも取組んできた。
　2001 年４月京都府の認可を受けて正会員 50
社、賛助会員10社で公益法人としての社団法人
京都府情報産業協会が『情報関連技術の普及及
び利活用に関する諸事業を行うことにより、地
域社会の情報化を促進し、もって府民生活の向
上に寄与すること』を目的（定款第３条）に設立
された。会員企業は2社が上場企業で、他は中小・
零細企業である。
（２）京都コンピューターシステム事業協同組合
（以下KCA）
　KCAの設立は、1993年頃ソフト開発の企業経
営が苦境にあった時期に当時京都市ベンチャー
ビジネスクラブの会員でソフト開発を業として
いる企業のなかで、共同受注組織を作る提案が
持上がった。組合員の相互扶助の精神に基づき、
組合員のために必要な共同事業を行ない、もっ
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て組合員の自主的な経済活動を促進し、かつ、そ
の経済的地位の向上を図る事を目的（定款 第１
章第１条）として1994年２月に設立された。
① 事業内容
　事業として ・共同受注事業・調査研究事業・
教育情報提供事業・福利厚生事業・市場開拓事
業の５点を実施している。
　共同受注事業では地域の情報化を積極的に捉
え、組合員相互の情報交換を積極的に行い、機
会に応じて相互の資源を有効に活用する事を目
的としている。共同受注に際しては、事業手数
料収入として事業売上の１％を徴集している。
共同受注、事業の例としては、京都府中小企業
団体中央会（以下中央会）からホームページ作
成や中央会保有のコンピューターの運用管理を
受託している。また、中央会からの補助事業と
して活性化検討の研究を受託している。調査時
点では開発案件の提供は1社に過ぎず、他の企業
はその１社の提供する案件を下請的に受注する
状況になっている。共同開発の事例としては、イ
ンターネットで京都市内のイベントや食事どこ
ろなどの観光情報を提供するサービス「イン
ターネットコンコルジュ」を３社で開発し実証
実験を行なっている。
② KCA（加盟22社）と㈱さくらケーシーエスの
比較
　大阪証券取引所２部上場の㈱さくらケーシー
エス（本社神戸市：以下さくらKCS）と比較し
た場合、従業員数はほぼ同じであるが、売上高
では約60％にすぎない。
これは、単に資本金の差だけではなく、さくら
KCSの場合
・SI5事業所としての登録（経済産業省）
・プライバシーマークの使用許諾（（財）日本
情報処理開発協会）

・ISO9001：2000の認証（（財）日本品質保証

機構等の審査・保証機関）
・情報セキュリティマネジメントシステム
（ISMS）適合性評価制度の認証
（（財）日本品質保証機構等の審査・保証機
関）

等々で官公庁・審査機関の認定を受けて、顧客の
信頼を得て事業にも膨らみを増す結果となってい
る。現時点でKCAにはこのような認定を受けて
いる企業は無い。

４.３　ソフト開発の現状

４.３.１　ソフト開発の下請構造の実態

　株式公開など業界の大手・有力企業2千社を対
象に実施している「特定サービス産業動態統計」
（経済産業省）では、2001年の売上高は前年比10.5
％増の６兆6730億円、「受注ソフト」は13.0％増
の３兆9740億円となっている。従業員数は常用
雇用が2.6％増の24万５千人なので、上位２千社
で全体の売上高の49％、「受注ソフト」の59％、
従業員の43％を占めている。特定サービス産業
実態調査の「受注ソフト」のうち約２兆8000億
円は、理屈では動態統計の対象となっていない中
小・零細ソフト会社の独自売上げ、ということに
なるが、実態としては元請－下請の階層化による
ものである。
　他の分野でも、産業が成熟するにつれて元請－
下請の階層化が起こるのは当然で、例えば自動車
産業ではトヨタ、日産、ホンダといったメーカー
を頂点に下請構造が形成されている。しかしそれ
は、シャーシ、バンパー、ハンドル、シート、ブ
レーキ、ライトなど部品を専門に生産する分業体
制の色合いが強く、技術者の人月単価がベースの
ソフト業とは元請－下請の関係が異なっている。6

資本金� 
（万円）� 

従業員数� 
（人）� 

売上高� 
（百万円）� 

 合　計�   75,583 1,235 15,658
平　均� 3,286 54 824

205,460 1,125 25,800

KCA 
    

さくらKCS  

表４－１　KCAとさくらKCSの比較

（2001年度）
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４.４　IT産業集積

　他府県と比較して京都府は、「市場が小さく、
少ないコマを奪い合っている」、「企業は情報化
ヘの設備投資に対して慎重である」といった状
況がある。
　京都府におけるソフト系IT産業の事業所数を
表３－１に示す。京都府のソフト系IT産業は京
都市の中京区と下京区に立地が集中している。
事業所数で見ても、207 社が両区に立地してお
り、京都府全体の44.3％（京都市全体の56.1％）
を占めている。またこの２区を中心として、京都
市に京都府のソフト系IT産業の大部分の事業所

の立地が集中しており、事業所数では京都市全
域で369社立地しており、京都府全体の事業所数
の79％に達している。
　ソフト系 IT企業、とりわけ情報系企業は、IT
の最大の特徴である情報通信ネットワークを活
用することにより、立地先の自由度は他の業種
に比べ、格段に大きいと考えられる。しかし、実
際には一定の地域に集まる傾向が世界各地で認
められ、アメリカのシリコン・バレーがよく知ら
れている。日本でも北海道のサッポロバレー（札
幌）、東北のフォレストアレー（仙台）、東京の
ビットバレー（渋谷）、中国地方の五空（広島等）、
九州のD2K（福岡）が有名である。近畿地域にお
いては、京都リサーチパーク（KRP）のようなイ

市区町村� 1999年9月�2000年3月�2000年9月�2001年3月�
京都市北区� 10 13 13 13
京都市上京区� 22 26 28 28
京都市左京区� 17 16 13 18
京都市中京区� 74 83 95 103
京都市東山区� 4 4
京都市下京区� 81 89 97 104
京都市南区� 20 20 21 23
京都市右京区� 18 20 21 21
京都市伏見区� 21 21 23 24
京都市山科区� 19 20 20 21
京都市西京区� 9 10
福知山市� 8 9

1 1

1 1
1 1

6 6

3 3

10 13
6 12 11 10舞鶴市�

綾部市�
宇治市� 10 9 9 13
宮津市� 1 1

1 1

亀岡市� 2 4
城陽市� 6 6
向日市� 2 3
長岡京市� 9 9

5 4
7 7

4 5
2 2

10 11
八幡市� 7 7
京田辺市� 7 7
乙訓郡大山崎町� 0 1 1 1
久世郡久御山町� 4 4 5 5
相楽郡精華町� 2 3 3 4
相楽郡加茂町� 1 0 1 0
北桑田郡京北町� 0 0 0 2
船井郡園部町� 1 1 1 2
与謝郡岩滝町� 0 1 1 1
与謝郡野田川町� 0 1 1 2
中郡峰山町� 1 2 2 2
中郡大宮町� 1 1 1 0
竹野郡網野町� 1 1 1 1
竹野郡弥栄町� 0 1 1 1
熊野郡久美浜町� 1 1 1 1
総計� 357 394 429 467

表４－２　行政区毎ソフト系 IT企業事業所数

出典：国土交通省調査
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ンキュベーターへの集中的入居のほか、各種調
査により、新大阪駅周辺等への集積が明らかに
なっている。
　林の指摘によれば、大都市におけるIT関連企
業の集積要件は、ビジネス存続のために必須で
あるマーケットの存在、ヒューマンネットワー
クがIT関連企業の集積を支える基盤となるので
産学官各々のキーパーソンの存在（産業界では
ベンチャーなどの経営者と大企業などに所属す
るサポーターの両者の存在が必要）、インキュ
ベータ施設の有無は問わないが、地域としての
インキュベーション機能、行政によるインキュ
ベーション機能いずれかでの新規企業の創出が
まずあげられる。8

　さらに集積の中核となる交流施設の存在、交
流会、交通アクセスの良さ、オフィス賃料の安
さ、クライアントとの近さ、人材確保のしやすさ
が上げられる。これらは、言い換えると都市活性
化のためのインキュベーションに必要な要素で
ある。
　IT関連企業が集積し、発展している地域には
必ずそのキーパーソンが中心となっている
ヒューマンネットワークが存在している。キー
パーソン等が、それぞれの能力を主体的に提供

しあうことによりヒューマンネットワークが一
層強力となり、IT関連企業が集積することに有
効に作用している。その上で、IT関連企業のニー
ズを満たしていける行政支援策が講じられるこ
とが望ましい。その一方策としてソフト支援が
明確に盛り込まれたインキュベータ施設の設置
が必要である。

４.５　京都のソフト系IT産業の今後のあり方

　京都のソフト系IT産業は、既に見てきたよう
に中小・零細企業がほとんどである。これら産業
を活性化するためには、行政の支援は欠かせな
いところである。しかし、京都における行政の施
策は、ハードとしてのインフラ整備が終わった
ばかりの状況である。ソフト（運用）面における
支援策として長崎県の事例は参考になる。

４.５.１　京都府の IT施策

　京都府の実施するIT施策は
　①京都デジタル疎水ネットワークの構築

出典：林聖子「大都市における IT関連企業集積とインキュベーション機能」7

図４－１　大都市における IT関連企業集積要件

 7  『産業立地』Vol.40 No.6
 8  林聖子『大都市における IT関連企業集積とインキュベーション機能』産業立地、Vol.40 No.6  pp15
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　②京都の｢知的資源の集積を生かし産・学・公
の連携による情報化政策の展開
のポイントがある。ブロードバンド時代に対応
して、教育・研究、防災、医療、行政など様々な
分野の情報が円滑に流れるようにするため、府
域を結ぶ超高速情報通信基盤「京都デジタル疎
水ネットワーク」が構築されている。
　京都府ではIT市場の活性化につながる様々な
イベントを継続的に開催している。IT教育市場
を対象にした「エデュティメントフォーラム」や
デジタル技術の国際的な技術交流を目指す「デ
ジタルフロンティア京都」、さらに2002年からは
携帯電話とその周辺市場の活性化を狙った
「ケータイ国際フォーラム」が開催されている。

４.５.２　京都市の IT施策

　京都市は、情報通信技術の飛躍的発展と国施
策の動向に的確に対応するため、2001年に「新・
高度情報化推進のための京都市行動計画～e‐京
都21～」を策定した。その中で、情報流通基盤
の整備を目指す「京都ONE構想」の構築を目指
していた。構想のポイントは、
①「地域 IX（Internet eXchange）」の構築
②「IDC（Internet Data Center）」の整備、活用
を推進することにより、京都地域に開かれた
WAN(Wide Area Network)を構築し、それを活用
したASP（Application Service Provider）などの
様々なサービスを展開することにより、イン
ターネット共通基盤の上で、市民生活や産業活
動などの京都地域内の活動を一体的に向上させ
ることを目指している。

４.５.３　長崎県の事例

　長崎県は2003年に日本総合研究所と共同で、
２つのビジネスモデル特許を出願している。一
つ目は、自治体のシステム開発やシステム機器
調達の際に、地元IT企業への発注を増やすため
の支援策について、ビジネスモデル特許を申請
した。従来は大手ITベンダーが要件定義書、基
本仕様書などを作成し、そのまま受注につなげ

ていた。このモデルでは研究機関やITコンサル
ティング企業が自治体に「CIO9」となる人材を派
遣、地元IT企業から派遣されるスタッフ、自治
体職員とともに、システム開発チームを結成し
て要件定義書、基本仕様書などを作成する。
　一方、入札は、開発とテスト、受入れ検収テス
ト、運用などに分割し、規模の小さいIT企業に
受注しやすくする仕組み。また、システム機器調
達については、調達のため自治体が作成した基
本仕様書の審査、改訂提案を行うNPOを設立。自
治体よりも高いレベルでシステムの妥当性
チェックを行う。大手IT企業が仕様書策定を行
い、そのまま随意契約につなげていたこれまで
の流れを断ち、地元IT企業の入札を可能とする
ことでコストダウンも狙っている。入札の分割
化により、02年２月以降に行った入札10件のう
ち、８件を地元 IT企業が落札した。
　二つめは、長崎県が開発したシステムを、県内
外の自治体や民間企業にオープンソースのアプ
リケーションとして提供する体制を特許内容と
している。同特許では、長崎県庁でこれまで稼働
した「電子県庁システム」の各種アプリケーショ
ンをオープンソースとして公開し、地場のIT企
業を通じて、他の自治体や民間企業に提供する。
アプリケーション自体も、OSにLinux、データ
ベースにMySQL、Web系開発言語にPHPなどを
多用して開発。これらのアプリケーションは、複
数の地場のIT企業に開発を発注した。外販も地
場のIT企業に委託することで、地元のIT産業の
活性化を図る。
　今回のビジネスモデル特許では、地場IT企業
のほかにもNPO（非営利組織）や大学との連携
を盛り込んでいる。実際に年内にも、長崎県内の
IT企業が中心になってNPOを設立する。設立予
定のNPOは、ユーザー先でのカスタマイズによ
るアプリケーションの変更部分や、データベー
スの共通仕様の策定などを調整をする役割を担
う。大学には、アプリケーションの品質やセキュ
リティ・ホールの検査を依頼する。地元の長崎
シーボルト大学と、オープンソースのGISを開発
する埼玉大学の情報系学部学科と協業する予定だ。
検査作業に対しては、県が大学に料金を支払う。

 9  Chief Information Officer
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４.５.４　京都のソフト系 IT産業

（１）株式上場
　ソフト系 IT 産業において京都の新しいベン
チャーとも言うべき企業が育ちつつある。「情
報・通信」で株式上場している企業は３社ある。
上場企業であっても従業員数は必ずしも多くな
く、セラテームテクノロジー（株）にしても、連
結子会社の従業員を含めても141名にすぎない。
　京都には他にも任天堂（東証１部）、竹菱電気
（大証２部）といった株式上場企業があるが、登
録業種名がそれぞれ“その他製造業”、“卸売業”
となっている。
（２）京都ストックを活用
　デジタルアーカイブにおけるIT活用でマスコ
ミに登場する企業に（有）ジャパンスタイルシス
テムとユーディーエム（株）の２社がある。また、
京都西陣町家スタジオはアットホームジャパン
（株）、京都造形芸術大学、京都府、（株）ベネッ
セコーポレーションによってNPO法人として設
立され、西陣という伝統的織物の産業地区で
「SOHO人材育成」、「伝統産業アーカイブ推進」、
「インキュベート施設運営」、「マルチメディアコ
ンテンツ制作」、「地域求職活動援助 」等の事業
を実施している。
　情報技術は、周辺のさまざまな技術と融合し、
無限の可能性を秘めている。環境、医療、バイオ
などこれからのすべての技術開発は情報技術と
無縁では発展できなくなっている。また、家庭や
オフィスのさまざまな機器・設備とインター
ネットがつながることにより新しい可能性が開
けてきた。これをユビキタス・コンピューティン
グと呼ぶ。情報化の形態は、ｉモードの登場で現
実化したように、パーソナル化、無線化、マルチ
メディア化の方向に進んでいく。ソフト系IT産
業は、このような新しい情報技術の進化を取込
み、常に社会に有用な情報システムを提供し続
けることが期待されている。

　インターネットはセキュリティ面で未だ脆弱
なネットワークシステムである。情報のやり取
りがすべてインターネットをベースに行われる
ようになると、個人の認証や犯罪、サイバーテロ
の問題に的確な対処をしなければならない。
ネットワークセキュリティは、世界的に重要な
課題としてその対策が検討されている。また、高
度情報化社会では、企業のマーケティングなど
で個人情報が重要な価値を持つ。これに対し、個
人の情報を本人がコントロールすることの要請
も高まってきた。これが個人情報保護の問題で
ある。ソフト系IT産業は、情報システムのセキュ
リティとともに、個人情報保護にも十分な配慮
をした事業展開が求められている。
　全国的な商圏という観点からは、あくまでも
東京都が最高次の中心地であり京都府は第２次・
第３次圏に過ぎないが、その中で需要を掘り起
こし、市場の規模を拡大させる。そのためには営
業力や地縁等の非技術的な要因も最大限に活用
することが必要である。1200年以上にわたって
日本の政治・文化の中心であった京都は、歴史
的・文化的遺産を蓄積してきただけでなく、常に
新しい文化を創造し、発信してきた。京都の産業
を活性化するためには、京都の持つ素材（伝統産
業、伝統文化等）を生かしつつ、ITを活用するこ
とが必要不可欠である。以上のように、この地域
に根ざした顧客、同業者、異業種との地域ネット
ワークを強化し同業種・異業種集積による利益
をこの地域で追求していくことが、重要である。
本章の（１）、（２）で記したようにソフト系IT企
業自身も、少数ではあるが、京都に根差した企業
が育ちつつある。開発案件を待ち受ける受託会
社になるのではなく、得意な技術を持つことで
コアコンピタンスをしっかり作り、特色を出し
てアピールする事が重要であり、かつ大学が集
積しているといった地の利を生かして高度な技
術を持った人材の育成に力を入れる事が生残り
の道である。

企　業　名�     資本金�  （千円）� 従業員数�（人）� 株式市場� 
（株）トーセ� 967,000

3,218,000
377,096�

251
65
41�

東証１部�
（株）フェイス� 東証２部�
セラテームテクノロジー（株）� ヘラクレス�

表４－３　株式上場しているソフト系 IT企業
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